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研究成果の概要（和文）：本研究では，統合型需要予測システムを，従来考慮されてこなかった

個々人間の意思決定における相互作用を考慮した，マルチエージェント型の交通行動シミュレ

ータへと拡張し，交通規制の影響分析および環境配慮行動の分析を行った．さらにこのシミュ

レータに被験者が参加する実験環境すなわち参加型シミュレーションを提案し，経路選択行動

の実験を行った．また，シミュレーションによる長期的需要予測に向けた土地利用モデル，公

共交通 LOS 変化モデルを構築した． 
 
 
研究成果の概要（英文）：In this research, the multi agent travel behavior simulation system 
endogenizing social interaction is developed and we apply this system to the influence 
analysis for traffic regulations under road maintenance and the analysis of 
pro-environmental behavior. Moreover, extending this simulation system, we propose the 
experiment simulation system with participatory simulation technology that includes 
subjects in traffic simulation. And we developed a simple integrated model to account for 
endogenous changes in land-use and public-transportation-LOS for long-term demand 
prediction with simulation system. 
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１．研究開始当初の背景 

近年の情報計算技術の進展に伴い，マイク
ロシミュレーションによる交通行動の再現
が実用的かつ有効な交通計画，政策分析のツ
ールとして注目されている．申請者らがこれ

までに開発してきた交通行動に関するシミ
ュレータ PCATS と交通流シミュレータ
DEBNetS を統合したシステム（以下，統合
型需要予測システム）は，そのようなシミュ
レータの一つであり，これまでに京都市，大
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阪市などの日本諸都市で適用されてきた．
PCATS は世界的にも最も先進的な交通行動
シミュレータの一つで，米国フロリダ州タン
パ都市圏での適用に加え，その性能を現存の
他シミュレータと比較する研究がオランダ
の研究者を中心になされている． 

交通計画，政策分析の実用的ツールとして
様々な可能性を持つものの，マイクロシミュ
レーションによる交通行動の解析は未だ目
新しく，統合型需要予測システムにも解決さ
れるべき問題が存在する．例えばシステムを
構成する交通流シミュレータ DEBNetS は，
他車との相互作用により自車の状態が決定
されるため，広義ではマルチエージェントシ
ミュレーションと表現することが可能であ
ろう．しかし個々の自動車トリップ OD の生
成に関しては，他者との相互作用は考慮され
ていない．また交通行動のシミュレーション
に関しても，他者との相互作用を明示的に表
現し，かつ実用的なものは現在までに開発さ
れておらず，ましてや動的に変化する交通状
況と，個々人間の交通行動の相互作用を組み
込んだシミュレーションは存在しない． 

 
２．研究の目的 
本研究では，これまでの統合型需要予測シ

ステムをマルチエージェントシミュレーシ
ョンへと拡張することで，個々人間の相互作
用を表現した，新しい需要予測アプローチを
提案する． 
(1) 他者の行動との相互作用の検討：従来の
交通需要予測であまり重視されなかった他
者との相互作用，特に環境意識と交通行動の
関係性に焦点をあて分析する． 
(2) 個々人の異質性の再現：個々人をエージ
ェント化することで，学習や態度をモデルと
して記述し，個々人の異質性を表現した需要
予測システムとする．  
(3) 参加型交通行動シミュレーション：エー
ジェントが多数存在するシミュレーション
という仮想社会に，被験者が操作する個体を
内在させた実験環境を整備する． 
(4) 長期予測の検討：長期予測技法を統合型
シミュレーション需要予測システムに実装
するための方略，特に土地利用・交通機関
LOS の将来値の表現方法について検討する． 
(5) 入出力データの整合性：これまでは，交
通行動シミュレータと交通流シミュレータ
を独立に稼働し収束計算を行っていたが，2
つのシミュレーションを完全に統合し，繰り
返し計算を不要とする．このことは 2 つのシ
ミュレータでの入出力データの整合性を解
決し，計算時間を短縮するだけでなく，繰り
返し計算に意味を持たせることになる．すな
わち異質性を表現したエージェントの利点
を活かし，同一個人でも day-to-day の変動を
再現可能とするツールとなる． 

３．研究の方法 
(1)  統合型マルチエージェントシミュレー
ションの開発 
統合型需要予測システムのマルチエージ

ェント化のための設計にあたっては，特に次
の諸点について詳細に検討する． 
①時空間的スケールの取り扱い 
②動的交通状況と交通行動の相互作用 
③学習メカニズムの実装方法 
特に 1点目の時間的スケールの取り扱いは

重要な検討項目である．ミクロ交通流シミュ
レータは一般にピリオディックスキャニン
グ方式であるが，交通行動シミュレータはイ
ベントスキャニング方式であり，異なる時間
進行方式のシミュレータの統合方法の検討
である．本研究では，図 1のような時間進行
を制御する事象管理装置を別途開発するこ
とにより，既存のシミュレーションプログラ
ムを流用可能とした． 

意思決定モジュール

・活動内容，目的地，
活動時間等の意思決
定行動を処理

・イベントスキャニング
方式

交通状況再現モジュール

事象管理モジュール

時間進行を司る

・従来の交通流シミュレータ
・Agentのネットワーク上の
移動を処理

・ピリオディックスキャニング
方式

 

図１ シミュレータの構成 

 
(2) 参加型交通行動実験環境の構築 
従来型の予測手法による施策評価では，

人々の行動変化は，実装されているモデルの
説明変数と，施策実施に伴う環境変化を記述
する外生データに影響を受ける．しかしなが
ら，環境変化は個々人の相互作用の結果とし
て創発されるものと考えれば，内生的に変化
させなければならない．シミュレータが作り
出す仮想空間に，被験者 20 名が参加する実
験環境を構築する．このような参加型の実験
を行うことで，個人の行動変化が周囲に及ぼ
す影響と，さらにその結果創発された全体か
らフィードバックされる個人への影響を内
生的に作り出す調査・実験が可能となる． 
 

(3) 土地利用・交通 LOS 推計モデルの構築 
これまでの交通需要予測においては，将来

予測の際，外生的に設定した前提条件（土地
利用，公共交通 LOS 等の入力データ）を予
測システムにインプットし，その諸水準に基
づいて交通需要量をアウトプットする，とい
う方法が採用されてきた．しかしながら，交
通需要もまた前提条件に影響を及ぼすとい
う相互作用が考えられる．そこで交通需要の
変化に伴う前提条件の変化を加味した上で
交通需要を推計するモデルシステムとして，
従来型の四段階推計法を改良した「交通・土



 

 

地利用・公共交通 LOS 簡易型統合モデル」
を構築する． 
 

(4) 他者の行動の相互作用モデル化 
他者の影響により変動するものの一つに

環境配慮行動がある．本研究では，環境配慮
に関する局所的相互作用を考慮したシミュ
レーションモデルを用い，環境配慮行動促進
策の効果を分析する． 

 
４．研究成果 
(1)  統合型マルチエージェントシミュレー
ションの開発 

シミュレータの構成は図 1に示した通りで
ある．このフレームをもとに，統合型需要予
測シミュレーションシステムに以下の改良
を施した． 
・ 公共交通機関ネットワークの内生化 
・ エージェントの学習モデル 
・ 出発時刻選択モデル 
・ 経路選択ロジックの変更 

なお，本シミュレーションシステムの適用
事例としては，道路工事に伴う交通規制時の
対応行動を対象とする．それに伴い交通規制
時における機関選択モデルを別途構築の上，
シミュレーションシステムに実装した．以降
では，その分析結果を示す． 

分析に用いたシナリオは終日，交通容量が
半分になる交通規制を考えた．シナリオ 1で
は，対象区間を 10 日間連続して行った．ま
た，シナリオ 2，シナリオ 3 では，シナリオ
1 より広範囲のエリアで交通規制を考えた．
その際に，シナリオ 2では 5日間連続で一括
して，全ての区間で交通規制を行い，シナリ
オ 3では，エリアを複数に分割して行うこと
を考えた． 

また，各シナリオでは，事前に交通規制を
知っているエージェントの割合（情報率）で
比較して行い分析した．結果，交通規制時に
ネットワークの混雑が交通規制区間から波
及する現象を表現できた．特に，交通規制開
始後，数日間の混雑が激しいことがわかった
（図 2）．しかし，ネットワークの混雑は情報
率の差異によって大きく異なり，適切な情報
率の場合には，混雑が緩和されることが示さ
れた． 
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図2 シナリオ1工事リンク平均旅行速度 

また，図 3にシナリオ 2シナリオ 3の結果
を示す．この図はシミュレーション中の総自
動車通勤旅行時間費用を示している．この結
果から，交通規制区間の規模や期間によって，
ネットワークの混雑を緩和できる適切な情
報率が異なることがわかる． 
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図3 情報率別の通勤時間費用 

 
(2)  参加型交通行動実験環境の構築 
本室内実験システムは，20 台の PC と，そ

れらをLANで接続した1台のサーバーPCから
構成される．サーバーPCには図 4に示すよう
に，複数の Agent（Agent の数は外生的に与
える）が内在しており，被験者と同様の選択
を行う．つまり，サーバーPC 内では Agent 
Simulation が実行され，Agent が創り出す仮
想空間内に同時に 20 名の被験者がドライバ
ーとして参加することになる． 
被験者端末はパーティションで区切られ

ており，他者の選択結果を見ることはできな
い． 

Client PC

Subject Subject Subject

Experimenter

Server PC

Ethernet

Subjects’ Input
Agents

Results

Client PC Client PC

 

図4 実験システムの構成 

この実験環境を用い，経路選択時の情報提
供施策に関する以下の仮説検証実験を行っ
た． 
仮説)公益情報を提供することで，総走行時

間の減少に寄与する経路が選択される傾
向が増進し，それを通じて総走行時間が減
少する． 

 
上記仮説の検証のため，被験者が総走行時

間の減少に寄与する経路を選択した割合を
実験群毎に算出した．本研究では，総走行時
間の減少に寄与する経路を「公益経路」と呼
称する．ここで総走行時間の減少に寄与する
経路とは，ドライバーがその経路を走行した
場合にネットワークの総走行時間の増加量



 

 

が最も小さい経路である． 
本実験では，表 1に示すように実験群 2～6

では所要時間情報と公益情報を同時に提供
している．全体の遅れ時間情報や CO2 排出量
情報の値が小さい経路は，本研究における公
益情報の定義からもわかるように，「公益経
路」に一致する．すなわち実験内において，
公益情報が推奨する経路は公益経路である． 

表 1 実験群の設定 

 提供する情報  ※( )内は強調方法 

群 1 所要時間 

群 2 所要時間＋CO2排出量(強調なし) 

群 3 所要時間＋CO2排出量(文字強調) 

群 4 所要時間＋CO2排出量(動機付け) 

群 5 所要時間＋CO2排出量(動機付け＋文字強調) 

群 6 所要時間＋全体の遅れ時間(強調なし)  

また本研究では，所要時間の小さい経路と
公 益 経 路 が 異 な る 経 路 で あ る 状 況 を
「trade-off」と呼称する．所要時間情報と
公益情報が推奨する経路が同一の場合，ほぼ
全ての被験者は推奨された経路を選択する
ことが予想される．そのため，本研究では，
trade-off の状況で被験者が自らの所要時間
が小さい経路と公益経路のどちらの経路を
選択するかという点に着目して分析を行っ
た． 

trade-off 時に各被験者が公益経路を選択
した割合を実験群毎に平均した値を表 2に示
す．図から「所要時間情報のみ」を提供した
実験群 1 に比べて，「所要時間情報＋公益情
報」を提供した実験群 2～6 の方が公益経路
選択割合が大きくなっていることがわかる．
また，統計的検定を行ったところ，実験群 1
とその他の実験群の間で，公益経路選択割合
の平均に有意差（p < 0.05）が示された． 

次に，実験群毎に「総走行時間の平均」を
算出した．結果を表 3に示す．ここで，総走
行時間とは，20 人の経路選択の結果生じた交
通状況において，そのときの各被験者の所要
時間を合計した値を意味する．各実験群とも
20人の被験者が経路選択を行う試行を1回と
して，20 回の試行を行っているため，ここで
は試行 1回あたりの平均を算出した． 

表から「所要時間情報のみ」を提供した実
験群 1に対して，「所要時間情報＋公益情報」
を提供した実験群 2～6 の方が，総走行時間
の平均が低くなっている傾向が読み取れる．
ここで，「総走行時間の平均」を従属変数と
し，「実験群」を因子とした分散分析（多重
比較）を行った結果，実験群 2～6 は実験群
1に比べて，総走行時間の平均が，有意（p < 
0.05）に低いことが示された．これらの結果
は，仮説を支持するものであった． 

 

表 2 実験群間での公益経路選択割合の比較 

実験群1 実験群2 実験群3 実験群4 実験群5 実験群6
平均 0.07 0.45 0.43 0.49 0.42 0.55

標準偏差 0.16 0.21 0.25 0.22 0.21 0.22  

表 3 実験群間での総走行時間平均の比較 

実験群1 実験群2 実験群3 実験群4 実験群5 実験群6
平均（分） 1237 1064 1077 1042 1070 1015

標準偏差（分） 99 75 82 49 61 33  

 
(3)  土地利用・交通 LOS 推計モデルの構築 
① 土地利用モデル 
ここで構築するモデルは，図 5に示したよ

うに「基準年次の人口配置は，基準年次の交
通状況，及び過去の人口配置・交通状況に依
存する」と仮定し，かつ，その相互関係を表
すパラメータ，ならびに，モデルで説明する
ことができない各ゾーン毎の誤差の一部は
時間に対して定常的であると仮定するもの
である． 
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図 5 土地利用モデルの仮定 

このモデルにおけるパラメータ，ならびに，
各ゾーン毎の誤差項については，既にデータ
として得られている Y，X のデータ(Y は各
種人口データ，X については過去の集中交
通量及び集中交通量変化分[XN,i - XN-,i]を導
入)に基づいて推定した．パラメータ推定結果
を表 4に示す． 
 

表 4 土地利用モデルのパラメータ推定結果 

夜間人口 第2次産業従業者数 第3次産業従業者数

S60 夜間人口 1.068

［千人］ (+45.12)†

S60 第2次産業従業者数 0.804

［千人］ (+16.44)†

S60 第3次産業従業者数 0.662

［千人］ (+10.75)†

S60 帰宅目的集中交通量 -0.131

［千人/日］ (-5.96)†

S60 私事目的集中交通量 0.260

［千人/日］ (+7.12)†

S60 業務目的集中交通量 0.341 0.529

［千人/日］ (+5.16)† (+7.64)†

私事目的集中交通量変化分 0.219 -0.067 0.139

［千人/日］ (+3.95)† (-2.27)‡ (+5.50)†

業務目的集中交通量変化分 0.680 0.556

［千人/日］ (+5.52)† (+5.78)†

143 143 143

0.961 0.879 0.943

※括弧内の値はt値．†：両側危険率1％で有意，‡：両側危険率5％で有意．
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それぞれにおいて，調整済み決定係数は十

分高く，各パラメータも有意となっており，
適切な予測モデルを構築できたと言える．な
お，パラメータ推定にあたっては，第 2回西



 

 

遠都市圏 PT調査(昭和 60年)による人口デー
タと集中 交通量，第 4回西遠都市圏 PT 調査
(平成 19 年)による集中交通量を用いた．ま
た，ゾーン別就業者数(第 1 次従業人口につ
いては，第 1 次就業人口と等値として扱う)
および学生数はゾーン別夜間人口と連動し
て算出することとしているため，土地利用モ
デルによる予測の対象外とした． 
② 公共交通 LOS 変化モデル 

ここで構築するモデルは，「交通需要(OD 交
通量)に応じて，公共交通路線の運行頻度が
実現されている」と仮定し，かつ，その相互
関係を表すパラメータ，ならびに，モデルで
説明することができない各ゾーン毎の誤差
は時間に対して定常的であると仮定するも
のである． 
このモデルにおけるパラメータ，ならびに，

各路線毎の誤差項については，既にデータと
して得られている Y， X のデータ(Y は運行
頻度データ，X は目的別利用者数)に基づいて
推定した．パラメータ推定結果を表 5に示す． 

 

表 5 運行頻度モデルのパラメータ推定結果 

運行頻度

2.269

(+9.68)†

0.0609

(+5.55)†

0.0453

(+15.71)†

0.2067

(+2.70)‡

695

0.607

※括弧内の値はt値．†：両側危険率1％で有意，‡：両側危険率5％で有意．
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通勤目的利用者数［人/日］

帰宅目的利用者数［人/日］

業務目的利用者数［人/日］

 
これより調整済み決定係数は高く，適切な

予測モデルを構築できたと言える．なお，西
遠都市圏の鉄道データ整備の制約から，内生
化モデルの構築対象はバス路線のみとした． 
 
(4) 他者の行動の相互作用モデル化 

ここでは，環境配慮行動に焦点をあて，環
境配慮意識に関する局所的相互作用を考慮
したマルチエージェントシミュレーション
モデルにより，環境配慮行動促進策の検討を
行った．本研究の成果は以下のように整理で
きる． 
① 交通状況推計だけでなく二酸化炭素排出
量も算定される「道路交通状況推計プロセ
ス」と，二酸化炭素排出状況に影響を受ける
「環境意識更新プロセス」およびエージェン
トの環境意識を考慮した通勤交通手段選択
の意思決定を表現した「通勤交通手段選択プ
ロセス」を連動させることで，エコ通勤促進
策による交通状況と環境意識の変遷を推計
可能とした． 
② 環境意識の形成に関して，エコ通勤への

転換行動に関する社会的ジレンマの構造を，
エージェントの交通環境評価において自動
車交通の利便性と温室効果ガス削減費用の
トレードオフの関係で表現した．このジレン
マを解消する方策として，各種エコ通勤促進
策の効果が計測可能となった． 
③ 環境意識の変遷に関して，交通環境評価
に基づく内発的な環境意識の向上（環境行動
自発性）と関係性の大きい周囲の行動者との
局所的相互作用（社会的同調性）を表現した．
特にエージェント間の関係性の表現に small 
world network を適用した．社会構成員の関
係性の強弱による社会構造の相違によって，
環境意識の変遷に差異が現れ，エコ通勤の促
進に与える影響が観測可能となった． 
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